
経済産業省の迷惑メール対策

平成１７年５月１０日

経　済　産　業　省
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１．迷惑メールの現状（受信状況）
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＜携帯電話＞ ＜PC＞

出典）　経済産業省アンケート調査

・この３年間で携帯電話における迷惑メール受信数は減少した。
・一方、ＰＣにおける迷惑メール受信数は増加を続けている。



２．迷惑メールの現状（苦情相談状況）

＜迷惑メールに係る苦情相談の推移＞

・総数　　　　　　 ３倍

・不当請求等　１９倍

（増加率）

平 成 16年 4 - 1 0月

平 成 1 4年 4 - 1 0月

大 量 受 信 等

不 当 請 求 等
そ の 他

90% 5%5%

60% 15%25%

＜受信端末の種類＞

携帯電話　80%

パソコン　5%
不明　15%

＜相談者の年齢＞

～10代　20%

20代　34%30代　23%

40代　11%

50代　3%
60代～　1%

不明　9%

大量受信等：迷惑メールを受信すること自体による迷惑

不当請求等：迷惑メールで紹介されたサイトにアクセスしたことがきっかけとなったトラブル

出典）　経済産業省消費者相談室

・最近は、不当請求等に関する苦情相談が急増している。
・相談者の多くが若年層である。



３．特定電子メール法と特定商取引法

注）特定電子メール法については、現行法の内容を記載

・「特定電子メール法」では迷惑メールを「不当な通信」として規制
・「特定商取引法」では迷惑メールを「通信販売の広告」として規制
→　両法律の連携により、総合的な迷惑メール対策が可能になる。

特定電子メール法 特定商取引法
電子メールの送受信上の支障の防止の
観点から送信規制

取引の公正及び消費者保護の観点から
広告規制

一時に多数送信される広告宣伝メール
（ＳＭＳ等を除く。）

通信販売等の商業広告メール（指定商品
等に限る）

送信者（委託をした者は除く。） 販売業者及び役務提供事業者等（広告代
行業者は除く。）

表示義務
（共通事項）

・件名欄に「未承諾広告※」
・送信者のメールアドレス、住所等
・受信拒否の方法

・件名欄に「未承諾広告※」
・販売業者等のメールアドレス、住所等
・受信拒否の方法

（個別事項） ・経路情報 ・取引条件等
再送信禁止 ○ ○
架空メール
対策

・架空メールアドレスによる送信禁止
・電気通信役務の提供の拒否

－

Ｗｅｂサイト
規制

－ ・虚偽誇大広告の禁止
・意に反して契約の申込みをさせようとす
る行為の禁止

総務大臣 経済産業大臣及び事業所管大臣主務大臣

法目的

規制対象メール

規制対象者

規制内容



４．特定商取引法における迷惑メール規制

＜完全無料＞

ラブラブ．Ｎｅｔ

２０歳以上の方　次へ

利用規約

㈱スパム商会
Tel　03-0000-0000
kyogi@keizai.uso
東京都南区・・・

ラブラブ.net

利用規約

次へ

意に反して契約
の申込みをさせ
ようとする行為　

(14条違反)

12/15  13:48

From:aaa@bbb.co.jp
件名: 素敵な出会い

エッチな女性とラブラブ
に！
http://ddd.co.jp/?eee

会員登録いただき、
ありがとうございます。

登録日12月15日14時

振込先　Ａ銀行・・・
金額　１５万円
期限　登録日から３日
　　　　以内

＜利用規約＞
・・・
第33条　当番組は、トップペ
　ージの「ラブラブ.net」又は
　「次へ」を選択した時点で
　登録となります。
第34条　本番組の入会金は
　5万円、利用料は90日で
　10万円です。
・・・

クリック

＜受信メール＞ ＜特商法違反事項＞＜トップページ＞ ＜登録ページ＞ ＜利用規約ページ＞

中には、ＵＲＬをクリックす
るだけで会員登録されて
しまうＷｅｂサイトもある。

虚偽誇大表示　
(12条違反)

【通信販売規制に違反したＷｅｂサイトの例】

意に反して契約
の申込みをさせ
ようとする行為　

(14条違反)

クリック

クリック

クリック

１．迷惑メールの送信に関する規制

①件名欄への「未承諾広告※」の表示義務

②本文最前部への事業者情報の表示義務

③再送信禁止義務（オプト・アウト）

２．迷惑メール由来の通信販売広告にも課される規制　　
（具体例は以下参照）

①虚偽・誇大広告の禁止（刑事罰の適用あり）
広告（電子メール及びリンク先Ｗｅｂサイト）中で、役務の対価
などについて虚偽・誇大な広告をすることを禁止

②意に反して契約の申込みをさせようとする行為の禁止

販売業者等がＷｅｂサイト上で契約の申込みを受ける場合に、
「申込み」となる行為を明示しないこと等を禁止



５．迷惑メール追放支援プロジェクト

悪質事業者は、

＜フェーズ１＞
無差別かつ大量に迷惑メー
ルを送信し、

＜フェーズ２＞
迷惑メールで紹介したＷｅｂ
サイトで不当請求を行い、

＜フェーズ３＞
自らが管理する他人名義の
預金口座に振り込ませた金
銭を入手して、

不当な利益を得ている。

悪質事業者は、

＜フェーズ１＞
無差別かつ大量に迷惑メー
ルを送信し、

＜フェーズ２＞
迷惑メールで紹介したＷｅｂ
サイトで不当請求を行い、

＜フェーズ３＞
自らが管理する他人名義の
預金口座に振り込ませた金
銭を入手して、

不当な利益を得ている。

悪質事業者の手口悪質事業者の手口

　送らせず　送らせず

調査用の携帯電話及びＰＣを自ら設置して迷惑メールを収集し、

＜対策１＞
広告メールが特定商取引法の表示義務に違反していることを認定す
ることで、ＩＳＰが約款に基づいて迷惑メール送信者を利用停止にす
ることを支援し（総務省と共同実施）、

＜対策２＞
Ｗｅｂサイトの広告表示が特定商取引法に違反していることを認定す
ることで、ＩＳＰが約款に基づいてＷｅｂサイトを削除することを支援し、

＜対策３＞
不正預金口座情報の提供先の金融機関が本人確認を実施すること
によって、金融機関が不正預金口座の凍結等を措置するのを促進
することにより、

迷惑メールの追放を図る。

調査用の携帯電話及びＰＣを自ら設置して迷惑メールを収集し、

＜対策１＞
広告メールが特定商取引法の表示義務に違反していることを認定す
ることで、ＩＳＰが約款に基づいて迷惑メール送信者を利用停止にす
ることを支援し（総務省と共同実施）、

＜対策２＞
Ｗｅｂサイトの広告表示が特定商取引法に違反していることを認定す
ることで、ＩＳＰが約款に基づいてＷｅｂサイトを削除することを支援し、

＜対策３＞
不正預金口座情報の提供先の金融機関が本人確認を実施すること
によって、金融機関が不正預金口座の凍結等を措置するのを促進
することにより、

迷惑メールの追放を図る。

「迷惑メール追放支援プロジェクト」の概要「迷惑メール追放支援プロジェクト」の概要

不当請求
させず

不当請求
させず

引き出
させず

引き出
させず

・迷惑メール送信を行う悪質事業者の各フェーズに対応した総合的な対策を講じることにより、
迷惑メールの追放を図っている。


